
 

平成23年12月○日 

科学技術・学術審議会人材委員会 

 

文部科学省の公的研究費により雇用される 

若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援に関する基本方針 

～雇用する公的研究機関や研究代表者に求められること～ （案） 

 

１. 定義 

○ 本方針において 「若手の博士研究員」とは、以下の①から④までの全ての要件に

該当する者をいう。 

①文部科学省の公的研究費（競争的資金その他のプロジェクト研究資金や、大学

向けの公募型教育研究資金をいう。以下同じ。）により公的研究機関に雇用され

る者※１ 

②大学や企業等における安定的な職に就くまでの任期付の研究職にある者で、以

下のⅰ）又はⅱ）いずれかの条件を備える４０歳未満の者 

ⅰ）博士号取得者 

ⅱ）博士課程に標準年限以上在学し、所定の単位を取得の上退学した者（い

わゆる満期退学者） 

③公的研究費を獲得した研究者代表者及び研究分担者（※２）でない者 

④大学の教授・准教授の職にない者、独立行政法人等の研究機関の研究グループ

のリーダー・主任研究員に相当する職にない者 
 

    ※１ いわゆるプロジェクト雇用型のポスドクや特任助教を想定している。 

    ※２ 研究代表者とともに補助事業の遂行に責任を負い、自らの裁量で研究費を使用する者 

 

○ 本方針において「公的研究機関」とは、研究活動を行っている大学、大学共同利

用機関、独立行政法人、国の直轄研究機関等をいう。 

 

２. 基本的な考え方 

○ 我が国は、少子高齢化と人口減少の中、今後、国際競争力を強化していかなけれ

ばならない（図 12～14）。世界と競い合う時代にあって、将来にわたって成長を続

けるためには、高度な専門性に裏付けられた優れた資質や能力を有する若手の博士

研究員が、産学官を問わず社会のあらゆる場で活躍できる社会システムを構築する
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ことが急務である。 

 

○ 若手の博士研究員は、大学・公的研究機関の教授等の研究者や産業界における研

究開発リーダー等を目指して、多様な研究に従事して研究能力を高め、アカデミア

における研究費やポストの獲得競争の厳しさを経験しつつ、自らのキャリアパスを

見極める、いわば修行の段階にある者といえる。大学や公的研究機関における先端

研究の現場は、若手の博士研究員に支えられているのが実態であり、我が国の科学

技術・学術の発展を支える原動力になっている。（図15） 

 

○ 若手の博士研究員の側からみると、①企業へのキャリアパスが十分に開かれてい

ないこと、②大学や独法研究機関の若手ポスト数は限られるだけではなく、近年は

人件費削減等の影響により減少傾向にあるため、将来のキャリアパスの展望が描き

にくくなっているとの指摘がある。 

分野別にみると、博士研究員はライフサイエンス系が４割を占めており、理学系

や農学系の分野においては、博士課程修了後５年が経過しても同様の任期付ポスト

に約３割が留まっている。（図16，17）  

この状況は様々な要因が考えられるため、若手の博士研究員個人の責任にのみ帰

することは適切ではない。 

 

○ 科学技術の担い手は人であり、優秀な人材を絶え間なく育成、確保していくこと

が不可欠である。しかし、科学技術政策研究所が行った意識調査によれば、望まし

い能力を持つ人材が博士課程を目指しているとの回答が減少傾向にある（図 18）。

優秀な人材が希望を抱いて研究の道に飛び込むことができるようにするためには、

若手が博士研究員終了後の多様なキャリアパスの展望が描くことができるよう、政

府、公的研究機関及び研究代表者は、社会的責務として、産業界等と連携して若手

の博士研究員の多様なキャリアパスの確立に取り組む必要がある。 

 

○ 人材委員会は、この問題を、研究プロジェクト内の課題から研究機関の組織とし

ての課題へ転換し、組織的なキャリアサポートを行うよう提言を行ってきた。これ

を受け、文部科学省では、平成 18 年度から支援事業（＊）を展開しており、実施機

関では様々な取組が進められ、実績をあげている。（参考資料6） 

（＊平成18～19年度：科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業、 

平成20～22年度：ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出若手研究人材養成、平成23年度～：ﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾀｰ・ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ推進事業） 

また、人材委員会は第4次報告（平成21年「知識基盤社会を牽引する人材の育成と活躍の促進に向

けて」）において、競争的資金やその他の外部資金により雇用される博士研究員が約半

数を占めている現状（図３）を踏まえ、競争的資金等の評価項目に人材育成の実績

2



 

を盛り込むこと、職務専念義務の考え方を見直すこと、若手の博士研究員を雇用す

る際のガイドラインを策定することを提言した。 

 

○ そもそも、政府の公的研究費は、研究成果のみならず、我が国の未来を担う若手

の博士研究員を育成するという重要な意義や、研究プロジェクトの中で育てられた

人材を通じて研究成果を社会へ還元するという意義を有している。さらに、公的研

究費で雇用された若手の博士研究員がその後、公的研究機関の研究者はもとより、

企業等で活躍する人材となるためには、新たな道を切り拓く自由な発想と幅広い視

野を身に付ける必要があり、このためには、異分野や異業種との交流などを推進す

ることも有効である。 

したがって、政府の公的研究費は、優秀な若者が希望を持って積極的に科学技術

の道を選択する好循環をもたらし、広く社会で活躍できる能力が養われるように運

用することが求められる。 

 

○ 第4期科学技術基本計画（平成23年閣議決定）においても、「国、大学、公的研

究機関及び産業界は、互いに協力して、ポストドクターの適性や希望、専門分野に

応じて、企業等における長期インターンシップの機会の充実を図るなど、キャリア

開発の支援を一層推進する」ことや、研究開発課題の評価において、「研究開発活

動に加えて、人材養成を評価基準や評価項目として設定することを進める」ことが

明記されている。（参考資料３） 

 

○  人材委員会としては、これまでの審議を踏まえ、若手の博士研究員が多様なキャ

リアパスを確立することができるよう、文部科学省、公的研究機関や研究代表者

に対し、以下のような組織的な取組を行うことを求めるものである。 

 

３. 文部科学省及び公的研究機関に求められる事項 

 

１．文部科学省の公的研究費の公募要項等に反映する事項  

 

文部科学省においては、公的研究機関や研究代表者の取組を促すため、各事業の目

的や特性に応じて対応可能なものから、今後新たに公募する事業の公募要項や評価基

準に以下の事項を盛り込むことが求められる。 

 

○ 公的研究費（競争的資金その他の研究資金）により若手の博士研究員を雇用する

公的研究機関及び研究代表者に対して、若手の博士研究員の多様なキャリアパスの
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確保に向けた支援に積極的に取り組むよう公募要項等に記載する。 

各事業の申請書には、公的研究費により雇用する若手の博士研究員に対する多様

なキャリアパスを支援する方針（以下「キャリア支援方針」という。）（例：機関が行う企業等

と協働して行う講義、長期インターンシップ、企業交流会、カウンセリング等への参加の推奨、異分

野を含めた研究活動への主体的な参加の推奨など）を記載することとし、審査の際に確認す

る。（米国NSFの取組例は参考資料４を参照） 

 

○ 若手の博士研究員の能力開発に要する経費は、研究活動を支える基盤的な経費で

あるとの考え方に基づき、上記の申請書に記載したキャリア支援方針に基づく若手

の博士研究員の活動の一部を、研究エフォートの中に含めることができることを記

載する。 

 

○ 中間評価や事後評価においては、各事業の目的や特性に応じて、上記のキャリア

支援方針に基づく取組状況や若手の博士研究員の任期終了後の進路状況を報告させ、

プラスの評価の対象とすることを記載する。 

また、評価に当たっては、研究活動の妨げにならないよう、若手の博士研究員が

公的研究機関（雇用主である機関以外の公的研究機関を含む）の取組（例：企業等と

協働して行う講義、長期インターンシップ、企業交流会、カウンセリング等）に参加する場合に

は、その取組を研究代表者が直接行うキャリア支援に代わる取組として、プラスの

評価の対象とすることもできることを記載する。  

 

 

２．公的研究機関や研究代表者に求められる取組 

 

（１）公的研究機関に求められる取組 

 

公的研究機関においては、若手の博士研究員について、企業等への多様なキャ

リアパスの確保を組織的なサポートを行うため、各公的研究機関が雇用する若手

の博士研究員の人数等の状況に応じて、以下の取組を進めることが求められる。 

 

①機関の長が、若手の博士研究員の多様なキャリアパスの確保の支援に取り組む

方針を公表する。 

②若手の博士研究員の現状や任期終了後の進路状況を把握し、公表する。 

③若手の博士研究員の多様なキャリアパスの確保を支援するため、例えば、以下

のような取組を推進し、若手の博士研究員へ周知する。 
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＜取組の例＞ 

（ア） キャリア支援に関する専門的知識や企業勤務経験、産業界や地域と

の人的ネットワークを有する専門的な職員・教員を配置して、企業

等への多様な就職口の開拓を行う。専門部署を設置することも考え

られる。 

（イ） 企業と協働して、若手の博士研究員向けの講義・セミナー、長期イ

ンターンシップ等の機会を提供する。 

（ウ） 企業と若手の博士研究員との交流会等によるマッチング、カウンセ

リングの実施や、例えば OB や共同研究先など、企業の情報・人脈

を提供する仕組みを構築する。 

（エ） 研究代表者に対し、研究倫理教育と同様に、多様なキャリアパスの

確保に向けた支援の必要性の理解を深めるための講習を実施する。 

 

④研究代表者に対して、若手の博士研究員の多様なキャリアパスの確保に向けた

支援を行うよう促す。また、研究代表者の人事評価や、新たに採用する場合の

選考においても、若手の博士研究員に対するキャリアパス支援の実績が評価さ

れるよう配慮する。 

 

 

（２）研究代表者に求められる取組 

 

研究代表者においては、公的研究費により雇用される博士研究員に対し、企業等

への多様なキャリアパスを確保できるよう、以下の取組を進めることが求められ

る。 

 

① 若手の博士研究員と任期終了後のキャリアパスについて意思疎通を図る。 

② 若手の博士研究員の進路状況を、機関と協力して把握する。 
③ 若手の博士研究員の任期終了後の多様なキャリアパスを確保するために、例

えば、機関の取組（例えば、上記（１）③（イ）（ウ））の参加を推奨すること

や、異分野も含めた研究活動への主体的な参加を推奨するなど、若手の博士研

究員自らが行う活動を支援する。 

④ 若手の博士研究員の選考に際しては、各事業の終了後に企業等への多様なキ

ャリアパスに挑戦する意欲のある者を優先するよう配慮する。 
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４．その他 

 

○ 第4期科学技術基本計画においては、「国は、優秀な学生が安心して大学院を目指

すことができるよう」「RA（リサーチアシスタント）などの給付型の経済支援の充
実を図る。これらの取組によって『博士課程（後期）在籍者の２割程度が生活費相

当額程度を受給できることを目指す』という第３期基本計画における目標の早期達

成に努める。」とされている。 

このことを踏まえ、文部科学省においては、公的研究費の公募要項等に、博士課

程（後期）学生をリサーチ・アシスタント（RA）として雇用する場合は、経済的負

担を軽減する観点から、給与水準を生活費相当額とすることを目指しつつ、労働時

間に見合った適切な設定とすることを推奨する旨を記載することが求められる。 

 

○ 公的研究機関においては、本基本方針の対象とならない博士研究員（※）につい

ても、異分野や企業等の異業種との交流が重要であることに鑑み、各公的研究機

関が自主的に行う取組（例えば、上記３（１）③（イ）（ウ））に参加できるよう、

配慮することを期待する。 

※ 本基本方針の対象とならない者の例： 

・ 日本学術振興会の特別研究員（ＰＤ等） 

・ 運営費交付金などの公的研究機関の自主財源により雇用される博士研究員 

・ 40歳以上の博士研究員 

 

○ 本基本方針は、文部科学省以外の府省が所管する公的研究費においても、各事業

の目的や特性に応じて導入されることを期待する。 
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参考資料１ 

科学技術・学術審議会人材委員会 委員名簿 
 
 
主査   柘 植 綾 夫   芝浦工業大学長 
主査代理 室 伏 きみ子   お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科 

教授 
有 賀 早 苗   北海道大学大学院農学研究院教授 
有 信 睦 弘   東京大学監事 
井 上 眞 理   九州大学大学院農学研究院教授 
大 島 ま り   東京大学大学院情報学環教授 
小 川 正 賢   東京理科大学大学院科学教育研究科教授 
興   直 孝   静岡文化芸術大学理事 
小 野 元 之   城西大学大学院センター所長 
北 原 和 夫   東京理科大学大学院科学教育研究科教授 
小 林 信 一   筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授 
菅   裕 明   東京大学大学院理学研究科教授 
橘・フクシマ・咲江 Ｇ＆Ｓ Ｇｌｏｂａｌ Ａｄｖｉｓｏｒｓ Ｉｎｃ． 

代表取締役社長 
 平 野 眞 一   独立行政法人大学評価・学位授与機構長 
森 下 竜 一   大阪大学大学院医学系研究科教授 
吉 川 誠 一   富士通研究所顧問 

（敬称略） 
 
 

平成２３年１１月１日現在 
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参考資料２ 

科学技術・学術審議会人材委員会 審議経過 
 
 

 
第５４回 平成２３年８月２３日（火）１０：００～１２：００ 

○文部科学省の研究開発投資における若手博士人材のキャリア開発支援に

関する検討の視点（案）について 

○ポストドクター・インターンシップ推進事業について 

 
 

第５５回 平成２３年１０月１４日（金）１０：００～１２：００ 

○ ヒアリング 

・ 川端和重 北海道大学先端生命科学研究院研究院長 

・ 榎木英介 近畿大学医学部講師 

 

第５６回 平成２３年１１月１４日（月）１３：３０～１５：３０ 

○若手博士研究員の多様なキャリア開発支援に関する審議経過案について 

 

 

第５７回 平成２３年１２月２０日（火）１４：００～１６：００ 

○ 文部科学省の公的研究費により雇用される若手の博士研究員の多様な

キャリアパスの支援に関する基本方針 ～雇用する公的研究機関や研

究代表者に求められること～（案）について 
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参考資料３ 

キャリア開発支援に関する科学技術基本計画の記載 

 

◎第4期科学技術基本計画（平成23年8月閣議決定） 

Ⅳ ３．科学技術を担う人材の育成 

（１）②博士課程における進学支援及びキャリアパスの多様化 

 
優秀な学生が大学院博士課程に進学するよう促すためには、大学院における経済

支援に加え、大学院修了後、大学のみならず産業界、地域社会において、専門能力

を活かせる多様なキャリアパスを確保する必要がある。 
このため、国として、博士課程の学生に対する経済的支援、学生や修了者に対す

るキャリア開発支援等を大幅に強化する。 
＜推進方策＞ 

・国は、優秀な学生が安心して大学院を目指すことができるよう、フェローシッ

プ、TA（ティーチングアシスタント）、RA（リサーチアシスタント）などの給
付型の経済支援の充実を図る。これらの取組によって「博士課程（後期）在籍

者の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」という第３期基

本計画における目標の早期達成に努める。 
・国、地方自治体、大学、公的研究機関及び産業界は、互いに協力して、博士課

程の学生や修了者、ポストドクターの適性や希望、専門分野に応じて、企業等

における長期インターンシップの機会の充実を図るなど、キャリア開発の支援

を一層推進する。 

 
Ⅴ ３．実効性のある科学技術イノベーション政策の推進 

（４）②研究開発評価システムの改善及び充実 
 
＜推進方策＞ 

・研究開発課題の評価においては、研究開発活動に加えて、人材養成や科学技術

コミュニケーション活動等を評価基準や評価項目として設定することを進める。 
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参考資料４ 

米国や文部科学省におけるキャリア開発支援に関する取組例 

 

 アメリカでは、2007 年に成立したいわゆる「競争力強化法」に基づき、（１）の取

組が行われている。 

また、文部科学省では、（２）に掲げるように、いくつかの公的研究費の事業の公募

要項等では、人材育成やキャリアパス支援を審査の観点とすることが明示され、また、

博士課程（後期）学生への経済的支援の観点からRA（リサーチ・アシスタント）経費

を生活費相当水準にすることを推奨することが記載されている例がある。 

 

 

（１）アメリカＮＳＦの例 

 

■アメリカ競争力強化法（2007年成立 The America COMPETES Act）   

《規定の要約》 

NSF長官は、NSFに助成金を申請する全てのプロポーザルに対しして、その研究プ

ロジェクト内で学部生、大学院生、ポスドク研究者への適切な指導（例：メンタリ

ング、キャリアカウンセリング、申請トレーニング、教授法改善指導、研究倫理ト

レーニングなど）を行うことが記述されているかを確認する必要がある。 

 

（２）文部科学省の事例 

■科学研究費補助金「新学術領域研究」の審査要綱 

《研究領域の審査に当たっての着目点》 

・研究領域の発展に向け、若手研究者の育成等に配慮しているか。 

■「テニュアトラック普及・定着事業」の審査要領 

  ・テニュアトラック教員がポストドクターを雇用する場合、当該ポストドクターの

任期終了後のキャリアパスについて配慮する方針が立てられているか。 

■「博士課程教育リーディングプログラム」審査要項 

《審査に当たっての着目点》 

・修了者が各界のリーダーとして活躍するキャリアが見通せるプログラムが構築

されているか。 

・共同研究やインターンシップをはじめ実践性を備えた研究訓練等が設定されて

いるか。 
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■戦略的創造研究推進事業（CREST）の募集要項 

《リサーチアシスタント（RA）について》 

CRESTでは博士課程（後期）在学者をCREST研究のRAとして雇用する場合、経

済的負担を懸念させることのないよう、給与水準を生活費相当額程度とすること

を推奨しています。 

＜留意点＞ 

給与単価を年額では200万円程度、月額では17万円程度とすることを推奨しますので、それを

踏まえて研究費に計上してください。ただし、学業そのものや CREST 以外の研究に関わる活動

などに対する人件費充当は目的外使用とみなされる場合がありますので十分ご留意ください。 
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参考資料５

関係データ集

※参考資料５における「ポストドクター」の定義について

博士の学位取得後、任期付で任用される者であり、①大学等の研究機関で研究業務に従事している者であって、教
授・准教授・助教・助手等の職にない者、②独立行政法人等の研究機関において研究業務に従事している者のうち、
所属する研究グループのリーダー・主任研究員等でない者を指す。（博士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単
位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学者」）を含む。）

○ ポストドクターの雇用人数は、平成２０年度実績で、１７，９４５人である。
○ ポストドクターに占める35歳以上の割合は、３割を超えている。

出典：「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査 －2007年度・2008年度実績－ 」（2010年4月、科学技術政策研究所）

図１ ポストドクターの人数の推移
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出典：「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査 －2007年度・2008年度実績－ 」（2010年4月、科学技術政策研究所）

図２ ポストドクターの人数の推移（財源別）

6,407
7,317 7,543

8,974 9,167

4,929
4,663

5,095

5,165 5,188

3,518
3,516

3,756

3,665 3,590

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

競争的資金・その他の外部資金 運営費交付金・その他の自主財源 その他（人）

14,854 15,496
16,394

17,804 17,945

○ ポストドクターの多くは、競争的資金・その他の外部資金で雇用されている。

図３ ポストドクターの財源別内訳

２１世紀・グローバル
ＣＯＥプログラム
1,005人
5.6%

科学研究費補助金
1,727人
9.6% 戦略的創造研究推進事業

634人
3.5%

科学技術振興調整費
452人
2.5%

その他の競争的資金
1,253人
7.0%

奨学寄附金
583人
3.2%

競争的資金及び奨学寄附
金以外の外部資金

3,513人
19.6%

フェローシップ
2,086人
11.6%

運営費交付金・

その他の自主財源
5,188人
28.9%

雇用関係なし
1,504人
8.4%

競争的資金・その他の
外部資金

9,167人　51.1%

合計 17,945
（単位 ： 人）

出典：大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査 －２００８年度実績－

平成22年4月 科学技術政策研究所／文部科学省

○ ポストドクターの51％が、競争的資金・その他の外部資金で雇用されている。

２００８年度実績

14



国立大学法人
9,033人
50.3%

公立大学
303人
1.7%

私立大学
2,581人
14.4%

大学共同利用機関
755人
4.2%

研究開発法人［独法］
4,803人
26.8%

国立試験研究機関
328人
1.8%

公設試験研究機関
142人
0.8%

大学
12,672人
70.6%

○ ポストドクターは約７割が大学に所属しており、半数は国立大学。

出典：「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査 －2007年度・2008年度実績－ 」（2010年4月、科学技術政策研究所）

図４ ポストドクターの在籍機関別内訳

合計 17,945人

２００８年度実績

図５ 大学教員採用者数及び博士課程修了者数の推移（理工農分野）
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出典：学校基本調査、学校教員統計調査（文部科学省）

○ 大学院博士課程修了者数が大学教員の採用数を上回っている。
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○ 企業等の研究者の専門は、工学と理学が大半を占めている。

出典：ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査

－2007年度・2008年度実績－ 」（2010年4月、文部科学省）

図６ ポストドクターと企業の研究者の専門分野別構成比

総数17,804人
（平成19年度実績）

理学
84,558人
15.8%

工学
411,517人
76.9%

農学, 17,482
人 , 3.3%

保健, 15,597
人 , 2.9%

人文・社会科
学, 5,966人 ,
1.1%

大学、公的研究機関等のポストドクターの分野別構成比

総数535,121人
（平成20年3月31日現在）

企業等の研究者の分野別構成比

出典：科学技術研究調査報告（平成20年度 総務省統計局）

※企業等の研究者のうち、博士号取得者の割合は3.8%

分野不明,
309人 , 1.7%

その他の分
野, 1,693人,
9.5%

人文・社会
科学
2,302人
12.9%

保健
2,151人
12.1%

農学
1,821人
10.2%

工学
4,126人
23.2%

理学
5,402人
30.3%

出典：「平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査報告」 （２００９年１月文部科学省）

＜博士課程修了者＞

＜ポストドクター経験者＞

図７ 博士課程修了者及びポストドクターの研究開発者としての採用実績の推移

○ 採用実績の推移については、特に大きな変化は見られない。
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図８ 若手研究者数及び比率の推移（37歳以下）
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（注）平成17年度から存在する22法人の集計。
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若
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手
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研究開発活動を行う独立行政法人国立大学法人等

独立行政法人、国立大学法人等の科学技術関係活動の把握・所見（平成22年度 内閣府）より引用

○ 国立大学法人等の若手教員数（割合）は、平成21年度において12,679人（20.2%）であり、依然として減
少傾向にある。

○ 研究開発活動を行う独立行政法人は、特に、若手の常勤研究者（非任期付及び任期付）が減少している。

図９ ポストドクター等の職業別就職意欲

出典：ポストドクター等のキャリア選択に関する分析 平成20年12月 科学技術政策研究所／文部科学省
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16 .4%
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14 .9%

23 .7%

21 .9%

24 .6%
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35 .9%

33 .4%
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41 .3%

39 .7%

45 .7%

50 .0%
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0 .8%

1 .4%

3 .4%

4 .2%

4 .1%

5 .1%

4 .3%

3 .7%

2 .4%
1 .9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学・公的研究機関の研究者（短大・高専教員を含む）

企業（ベンチャー企業を除く）の研究者・技術者

ベンチャー企業の研究者・技術者

大学・公的研究機関の研究支援者・補助者（技官など）

国家公務員、地方公務員

学術関連のコミュニケーター職（科学記者など）

産学連携コーディネーター職

知的財産関連職（弁理士など）

企業（ベンチャー企業を含む）の研究者・技術者以外の職

小学校・中学校・高等学校の教員

医師、歯科医師、獣医師、薬剤師

起業家

大学・公的研究機関の上記以外の職（事務など）

経営専門職（公認会計士、税理士など）

塾・予備校の講師

是非就きたい 就いても良い どちらともいえない あまり就きたくない 就きたくない

○ ポストドクターの約7割が 「企業に就職しても良い」と考えている。
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図10 学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について①

※ 北海道大学が、基礎科学領域のポストドクター及び博士課程学生に対して意識調査を実施。回答者数は229名。

「企業での研究の仕事についてどの程度
知っていますか。」

「企業での研究の仕事をどのようにして
知りましたか。」

24名
47名

理学研究科・理学院ＤＣ総数136人

具体的によく
知っている
3%

ある程度知っている
27%

あまり知らない
53%

まったく知らない
17%

具体的によく
知っている
3%

ある程度知っている
27%

あまり知らない
53%

まったく知らない
17%

テレビや新聞

などの報道
9%

インターネット
25%

知人、友人、先輩
42%

指導教員
9%

その他
15%

理学研究科・理学院ＤＣ総数68人
（左の問で「よく知っている」又は

「ある程度知っている」と回答した者が対象。）

○ 企業での研究の仕事について、「あまり知らない」「全く知らない」と回答したポストドクター及び博士課程
学生が70％にのぼる。
○ 企業での研究の仕事について、指導教員から情報を得たポストドクター及び博士課程学生はわずか9％。

図11 学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について②

「将来についてあなたは誰に相談していますか。」（複数回答可） 「指導教員はあなたの就職について親身になって
相談にのってくれますか 。」

①指導教員, 81

②研究室の友人・先輩, 

118

③家族, 112

④研究室以外の教員, 

34

⑤研究室以外の友人・

先輩, 123

⑥自分の所属する機関

の就職相談センターな

どのスタッフ, 59

⑦他機関の就職相談セ

ンターなどや人材会社

などのスタッフ, 53

⑧相談したいが相談す

る人がいない,  24

⑨相談することがない

ので誰にも相談してい

ない, 12

⑩その他 , 32

①親身になってくれ

ている, 33

②研究以外のことは

相談していない, 53

③研究者になる以

外は否定的である, 
15

④どんな内容の相

談もできない雰囲気

である, 6

⑤話は聞いてくれる

が、具体的なアドバ

イスはもらえない,  33

⑥その他, 22

「指導教員と就職について話し合いを持ったことがありますか。」

44.7 26.3 5.3 7.915.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

理解し、応援・支援してくれた 理解は示してくれた 反対された

就職活動をすることを伝えなかった その他

総数：４３９
総数：１６２

総数：３８

※名古屋大学がポストドクター及び博士課程学生に対して調査を実施。

○ 指導教員に将来について相談できているポストドクター及び博士課程学生はわずか18％である。
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出典：統計局データより文部科学省作成

我が国の人口動態推計我が国の人口動態推計

我が国の労働力人口（5年ごとの推移）我が国の労働力人口（5年ごとの推移）

出典：文部科学省「平成18年版科学技術白書」

50年後の日本の人口（年齢構成比較）50年後の日本の人口（年齢構成比較）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料 2009」
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図12 我が国の人口動態

○ 今後、我が国の人口は減少を続け、労働力人口にも影響を与えることが予測されている。

図13 ＯＥＣＤ諸国の国民一人当たり名目GDPの推移

出典：経済産業省 通商白書２００９

主要国の１人あたり名目GDPのＯＥＣＤ諸国内順位主要国の１人あたり名目GDPのＯＥＣＤ諸国内順位

○ 我が国の国民一人当たり国内総生産（名目ＧＤＰ）は、低落傾向。
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図14 国際競争力の評価

出典：「ＩＭＤ WORLD COMPETITIVENESS YEARBOOK 」経済産業省ＩＭＤ世界競争力年鑑2008年版」より

○ 我が国の国際競争力は、概ね２０位前後で推移。

出典：科学における知識生産プロセスの研究－日本の研究者を対象とした大規模調査からの基礎的発見事実－

平成22年10月 科学技術政策研究所／一橋大学イノベーション研究センター共同研究チーム

図15 ポストドクターが論文の筆頭著者として関与する比率

○ ポストドクターや博士課程後期の大学院生は、研究の実質的な担い手として論文に大きく関与している。
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２００８年度実績

合計 17,945
（単位 ： 人）

出典：大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査 －２００８年度実績－

平成22年4月 科学技術政策研究所／文部科学省

製造技術
278人
1.5%

分野不明
523人
2.9%

ライフサイエンス
6,844人
38.1%

情報通信
1,256人
7.0%

環境
883人
4.9%

ナノテクノロジー・材
料

1,540人
8.6%

エネルギー
421人
2.3%

社会基盤
541人
3.0%

フロンティア
611人
3.4%

人文・社会科学
2,474人
13.8%

その他の分野
2,574人
14.3%

図16 ポストドクターの分野別内訳

○ ポストドクターの分野別内訳は、ライフサインエスが３８％と最も高い。

図17 博士課程修了直後にポストドクターとなった者のうち、
５年経過（2002年度終了）した者の分野別内訳

出典：我が国の博士課程修了者の進路動向調査報告書（科学技術政策研究所 2009年3月）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

理学

(n=501)

工学

(n=479)

農学

(n=354)

保健

(n=315)

人文

(n=109)

社会

(n=88)

その他

(n=57)

不明

その他

専門知識を有する職

医師、歯科医師、獣医師、薬剤師

その他研究開発関連職

大学教員（その他）

大学教員（専任）

ポストドクター

32%

24%

27%

9%

22%

20%

29%

22%

44%

10%

14%

26%

42%

18%

19%

51%

28%

7%

12%

51%

36%

5%

37%

11%

5%
6%

5%

39%

12%

○ 特に、理学、農学においては、博士課程終了直後にポストドクターとなって５年経過しても、
約３割がポストドクターに留まっている。
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図18 若手研究者の育成に係わる意識調査

指数
変化

-
(A)

0
(B)

+
(C)

(A+C)
/(A+B+C)

(C-A)
/(A+B+C)

問
1
2
 *
* 我が国の現状として、望ましい能力を

持つ人材が、博士課程後期を目指し
ていると思いますか。

目
指
し
て
い
な
い

目
指
し
て
い
る

-0.80 68 89 12 0.47 -0.33

問
1
3

望ましい能力を持つ人材が博士課程
後期を目指すための環境の整備（例
えば、博士課程後期在学者への経済
的支援、課程終了後のキャリア形成
支援等）は充分と思いますか。

不
充
分

充
分 -0.05 29 92 36 0.41 0.04

問
1
4
 *

博士号取得者がアカデミックな研究職以
外の進路も含む多様なキャリアパスを選
択できる環境の整備に向けての取組（博
士号取得者本人や研究指導者、企業等
の意識改革を含む）は充分と思います
か。

不
充
分

充
分 0.26 30 107 31 0.36 0.01

評価を変更した回答者分布
（2006と2010の比較）

0 1 2 3 4 5 6 7 8
問 問内容

指数

9 10

3.6(271)

2.2(264)

2.0(277)

3.2(242)

2.2(227)

1.9(232)

3.2(245)

2.3(231)

2.8(238)

2.3(232)

2.8(225)

2.1(208)

1.9(238)

2.0(247)

2.3(216)

出典：科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査2010）（2011年5月 科学技術政策研究所）

注1：指数計算には、それぞれの調査において実感有りとした回答者の回答を用いた。上から2006年～2010年度調査の結果である。
注2：A、B、Cの集計は、2006年度調査、2010年度調査とも実感有りとした回答者に対して行った。
注3： ＊：2006年度と2010年度の結果に5%水準で有意差、＊＊：2006年度と2010年度の結果に1%水準で有意差。

○ 望ましい能力を持つ人材が、博士課程後期を目指していないという認識が強い。
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参考資料６

ポストドクター・キャリア開発事業 関係資料

10.9

29.1

67.8

42.017.8

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

]

0]

毎年必ず採用している ほぼ毎年採用している 採用する年もある

ほとんど採用していない 全く採用していない

4.9 6.3

1.70.7

博士課程修了者[N=884]

ポストドクター[N=861]

実施機関：３０大学

補助期間：５年間 補助上限額：１件当たり年間55百万円

支援内容：○センター機能構築

○支援システムの構築

・支援センターの設置

・指導教員、ポストドクター、企業への意識啓発

・企業等との交流会、講義等

・企業と人材のマッチング

・長期（３ヶ月以上）インターンシップ経費

等に要する経費を支援する。

協働

補助

大学・独法研究機関等企業等

事業のイメージ 文部科学省

・民間企業におけるポストドクターや博士課程修了者の採用実績が低く、
就職口が少ない。
・ポストドクターの就職支援システムが確立されていない。

事業の概要

現状・課題

民間企業におけるポストドクターの採用実績は低い

※ポストドクター：博士号取得後、大学等の研究機関で研究業務に従事している者であって、
准教授等の職に就いていない者。

ポストドクター・キャリア開発事業

ポストドクターを対象に、大学教員や独立行政法人研究機関の研究
者以外に国内外において多様なキャリアパスが確保できるよう、キャ
リア開発を組織的に支援するシステムを構築する取組に対し支援する。
これにより、優秀な若者が、将来展望を持って科学の道に進むこと
を促す。

事業の目的

博士課程修了者、ポストドクター経験者は、採用企業の期待に応えている

86.0 2.3

3.785 .2 11.1

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎年必ず採用している
[N=43]

ほぼ毎年採用している
[N=54]

期待を上回った ほぼ期待通り 期待を下回る わからない

有効回答数に対する割合

※「民間企業の研究活動に関する調査報告（平成１９年度）」（平成21年1月、文部科学省）より作成。
有効回答数：９２４社。

キャリア開発支援システム

新成長戦略

2020年までに、・・・理工系博士課程修了者の完全雇用を達成する
ことを目指す。

（平成22年6月閣議決定）

第４期科学技術基本計画

企業等における長期インターンシップの機会の充実を図るなど、
キャリア開発の支援を一層推進する。

（平成23年８月閣議決定）

共同申請

企
業
人
と
の

交
流
会
・

講
義

長
期

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

ポ
ス
ド
ク
・ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

企
業
と
の

マ
ッ
チ
ン
グ

教員・研究主宰者(PI)等の意識改革

センター機能構築

（旧ポストドクター・インターンシップ推進事業）

好事例掲載

情報提供

※平成23年度より旧科学技術振興調整費「イノベーション創出若手研究人材養成」を本事業に統合

平成23年度予算額1,866百万円（新規）
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・奈良女子大学

・岡山大学

・広島大学
（若手研究人材養成センター）

・九州大学
（イノベーション人材養成センター）

・熊本大学
（イノベーション推進人材育成センター）

・北陸先端科学技術大学院大学
（キャリア支援室）

・大阪府立大学
（産学協同高度人材育成センター）

・慶應義塾大学
（MEBIOS Office）

・早稲田大学
（博士キャリアセンター）

・立命館大学
（博士キャリアパス推進室）

これまでの実績及び選定機関一覧

※平成20～22年度においては、旧科学技術振興調整費「イノベーション創出若手研究人材養成」による採択。
※平成23年度においては、ポストドクター・インターンシップ推進事業による選定。
※センター等の記載のない大学は、平成23年9月に選定された大学。

・北海道大学
（北大パイオニア人材育成ステーション（HoP-Station））

・東北大学
（高度イノベーション博士人財育成センター）

・筑波大学

・群馬大学

・千葉大学
（マルチキャリアセンター人材養成室）

・東京大学
（Global Health Leadership Programプロジェクト）

・東京農工大学
（アグロイノベーション高度人材養成センター）

・東京工業大学
（プロダクティブリーダー養成機構）

・東京海洋大学

・お茶の水女子大学

・新潟大学
（「イノベーション創出若手研究人材養成」運営協議会事務局）

・福井大学

・金沢大学
（イノベーション若手人材養成オフィス）

・信州大学
（イノベーション創発人材育成センター）

・岐阜大学
（イノベーション創出若手人材養成センター）

・名古屋大学
（ビジネス人材育成センター）

・三重大学
（社会連携研究センター地域イノベータ養成室）

・京都大学
（先端技術グローバルリーダー養成ユニット）

・大阪大学
（産学連携推進本部イノベーション創出部）

・神戸大学
（生命医学イノベーション創出リーダー養成事務局）

○3ヶ月以上の長期インターンシップ派遣人数 559人 【平成23年3月末時点】

○協力企業数 のべ252機関（うち、海外は27機関）【平成22年3月末時点】

○実施機関数 30大学【平成23年9月時点】

「博士人材キャリア開発サイト」 http://www.jst.go.jp/phd-career/

ポストドクター・キャリア開発事業

○長期インターンシップ経験者456人のうち、企業等への就職者数
＜博士課程後期在学者＞201人のうち80人 ＜ポストドクター＞253人のうち157人 【平成22年3月末時点】

企業（精密機器）でのＡさん（ポストドクター/生物工学）

面
談
・
相
談
（
メ
ー
ル
）

面
談
・
相
談
（
メ
ー
ル
）

登

録

登

録

審

査

審

査

学
内
の
キ
ャ
リ
ア
支
援

セ
ン
タ
ー
内
で
の
研
修 就

職平成20年11月～平成21年3月

○学術
・投稿論文のチェック、管理

○その他
・総務、IR

・研究開発・薬事部門会議への積
極的な出席

平成20年11月～平成21年3月 (5ヶ
月間のうち2h/1week)

○内部統制

・社内会議の書類準備

・議事録作成

平成20年11月～平成21年3月
(5ヶ月間のうち2h/1week)

○知的財産

・知的財産法の勉強

・特許業務

平成20年11月～平成21年3月
(5ヶ月間のうち2h/1week)

○会社法務

・契約管理

・社印章管理

・会社規定管理

【企業コメント】 意欲的に取組み、特筆すべき水準の専門知識・語学力により、予想以上に早い戦力化が見込める。
社内評価も非常に高く、既存社員に対してよい刺激となった。 「社員登用を視野」ならば3ヶ月の期間が必要。

平成21年
4月入社

【成果】実用新案1件取得

平成20年
6月6日

平成20年
7月～10月
（4回）

平成20年10月～
平成21年2月

平成20年
10月中旬

全国のDC学生、
博士・ポスドク

長期インターンシップの事例①

ポストドクター・キャリア開発事業
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企業（その他金融）でのＢさん（ポストドクター/神経科学）

面
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・
相
談
（
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）
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【企業コメント】 今後も同制度を活用したい。興味分野のポスドクを積極的に紹介頂きたい。本人の仕事ぶり、知識の
習得力、専門知識のレベル等をじっくり見ることができた。お互い安心して次のステップ（就職）に踏み切れた。

平成21年1～12月

総務庶務業務

・電話対応、備品発注

・ファイリング

・ゲスト滞在に係る手配

平成21年5～12月

IMT補助業務（Inventorとの関係構築およびInventionを特許化
させる前段階までの部署の補助業務）

・発明家の募集・リクルート活動、発明者への弊社技術分野技術
および要課題技術説明などのリレーション構築

・既存技術などの基礎調査

・発明提案書作成のチェックおよびサポート

・課題提案書の翻訳

平成20年
1月6日

平成20年
8月～11月
（14回）

平成20年
10月～12月

平成20年
12月3日

平成22年
1月入社

全国のDC学生、
博士・ポスドク

平成21年1～5月

事業開発補助業務

・契約書チェック、準備、送付

・大学、企業、個人等関係諸機関と
の会議出席、各種資料作成

・コンテスト運営に係る業務

長期インターンシップの事例②

ポストドクター・キャリア開発事業

企業（サービス業）でのＣさん（ポストドクター/情報工学）

審

査

審

査

応

募

応

募

学
内
の
キ
ャ
リ
ア
支
援

セ
ン
タ
ー
内
で
の
研
修

平成21年11月～平成22年1月
・出前実験教室の企画・実施。専門知識のない
相手とのコミュニケーションを体験。
・他社のCSR事業支援を体験。
・会社と大学の仕事のやり方の違いを実感。新
たな分野でのキャリア形成への自信。

平成21年7月～平成22年9月
・植物工場事業の立ち上げを中心に、情報科学
の専門を生かしたコンサルタント的業務に従事
・栽培環境に適した品種選択
・モデル型植物工場立ち上げ及び導入マニュア
ル作成
・ビジネスモデルの構築

○新規事業立ち
上げ系職種を希
望。自ら希望し、
農林水産開発事
業部へ。

長期インター
ンシップの経
験を生かし
保険会社へ
平成22年
2月入社

【企業コメント】専門外の分野であったが熱心に取り組み、短期間に企業での業務の進め方を習得。リーダーシップ
の取り方などコミュニケーションに関するスキルも向上した。

平成21年
2月下旬

平成21年
3月中旬

平成21年4月
～平成21年7月下旬

全国のDC学生、
博士・ポスドク

○同企業の教育
開発事業部へ。

就職

長期インターンシップの事例③

ポストドクター・キャリア開発事業
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企業（機械）でのＤさん（博士課程学生/機械工学）
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平成22年3月
・液ポンプの設
計、検討、組立、
実験
・発電機の機
能試験
・成果報告書
の作成

平成22年1月
・熱交換器、膨張機研修
・試作機の組立て
・振れ実験、振動実験、
発電機能実験
・会議資料作成、出席

平成21年12月
・オリエンテーション
・冷凍技術研修
・資料収集・作成、会議出席、
発表

○小型高性能冷却機の開発

＜目的＞ 電気炉、冷却機のセット販
売。あるいは冷却機の単体販売。

【企業コメント】 チームの一員としての役割を理解し、業務を行った。基礎的な学力は申し分なく、特に何事
にも興味を持ち積極的に勉強するところは高い評価を受けている。

平成22年
4月入社

平成22年2月
・作動媒体シス
テムの組み立
て、熱損失評
価

平成21年
11月中旬

平成2１年
11月下旬 平成21年

11月下旬
平成21年12月～
平成22年3月

全国のDC学生、
博士・ポスドク

長期インターンシップの事例④

ポストドクター・キャリア開発事業

企業（医薬品）でのＥさん（ポストドクター/生化学）
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平成21年9月

創薬ターゲットタン
パクに結合するペ
プチドのスクリーニ
ング、条件検討

○新規医薬品開発
技術のペプチド医
薬への応用を検討
する。

平成21年10月

新規開発技術に
ついての研修、
構築

平成21年11月

新規開発技術に
基づくペプチドの
構築、評価

平成21年12月

新規開発技術に
基づくペプチドの
最適化

＜その他＞

・質量分析器のメ
ンテナンス
・講習進捗状況
報告会
・データまとめ

新実験手法での新知見をもたらす

【企業コメント】 研究テーマへの理解度、取組姿勢及び責任感は特に優れている。日常のコミュニケーション
も優れており違和感はなかった。

平成20年
12月上旬

平成20年
12月中旬

平成20年
12月中旬

平成2１年
1月～7月

全国のDC学生、
博士・ポスドク

就職

長期インターンシップの事例⑤

ポストドクター・キャリア開発事業

長期インター
ンシップ先と
は別の大手
製薬企業へ
平成22年3月
入社
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長期インターンシップ受入れ企業等の主な声

○今まで知らなかったが、博士やポストドクターは優秀な人材の宝庫であること
が分かった。

○博士に対する意識がポジティブに変化した。

○今後、専門領域に関係するポストドクターを長期インターンシップにぜひ
受入れたい。

○長期インターンシップの受入れが新技術開発に着手する契機となった。

○博士人材の能力が高く長期インターンシップを積極的に受入れる契機となった。

○社内の課題解決に博士人材の新しい視点・解決策が役立った。

○企業活動の活性化に博士の果たす役割の大きさが認識できた。

○博士・ポストドクターとの交流会へ参加することに積極的になった。

○不良発生原因について、博士人材が長期インターンシップで系統的に実験を
行った結果、原因をつきとめ、問題改善につながった。

○専門分野が異なる人材を長期インターンシップで受入れ、研究開発のみならず、
事業化に向けたマネジメントや顧客との交渉まで一貫して担当させたところ、
勘所さえ押えて指示すれば後は安心して見ていることができ、博士人材の
ポテンシャルの高さが認識できた。

ポストドクター・キャリア開発事業

各大学でポストドクターのキャリア開発支援を担当する教員の主な意見

○学部、修士学生までの４週間程度のインターンシップを受け入れる企業は多くあるが、
ポストドクターの３ヶ月以上の長期インターンシップを受け入れるのは、企業にとって、
金銭的にも労務的にも大きな負担と認識されている。

○公式に企業の人事部を訪問しても、９分９厘断られることから、シンポジウムで講演
していただいた企業の方、運営委員として参加している企業の方、マッチングに参加
した企業の方を直接、何度も訪問し、本取組の内容を理解していただくことでポスト
ドクターの長期インターンシップの受け入れに至っている。

○丁寧に取組の趣旨を説明し、実際に長期インターンシップでポストドクターを受け入れ
てもらうことで、企業も人材養成でも大学に協力するというスタンスに変化してくれて
いる。

（企業開拓）

（学内理解）

○ポストドクターと企業とのマッチングは、非常に困難であるため、企業経験者で人材
育成の経験がある方をコーディネータとして雇用して、長期インターンシップ受け入れ
企業の開拓と企業とのマッチングを行っている。

○取組実施直後は教員の反応は冷ややかで関心が低く、大学が何故そこまでやらなくては
ならないのかという批判的意見もあった。

○博士課程の学生に多様なキャリアパスが必要ないという考え方を持つ教員・職員がおり、
博士＝研究者という風土を変えていくには、教授会でのプレゼンが重要となるが難しい。

ポストドクター・キャリア開発事業
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